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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第17期中間会計期、第17期事業年度については、関連会社が

ないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第17期中間会計期、第18期中間会計期、第

19期中間会計期、第18期事業年度については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。  

回次 第17期中 第18期中 第19期中 第17期 第18期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高（千円） 4,802,977 5,077,212 5,601,678 9,712,508 10,416,235 

経常利益（千円） 173,167 99,852 260,591 394,156 366,845 

中間（当期）純利益（千円） 101,580 49,182 134,867 216,767 208,260 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ △5,722 △10,460 － △14,265 

資本金（千円） 551,500 551,500 551,500 551,500 551,500 

発行済株式総数（株） 27,450 27,450 27,450 27,450 27,450 

純資産額（千円） 1,464,260 1,630,271 1,831,157 1,579,447 1,773,406 

総資産額（千円） 2,563,116 2,679,881 2,970,776 2,829,481 3,095,408 

１株当たり純資産額（円） 53,342.83 59,390.59 66,708.83 57,356.93 64,604.97 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額（円） 
3,700.57 1,791.72 4,913.22 7,714.67 7,586.89 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額（円） 
－ － － 7,714.11 － 

１株当たり配当額（円） － － － 1,200 2,000 

自己資本比率（％） 57.1 60.8 61.6 55.8 57.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
51,266 △124,218 126,214 358,903 153,300 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△28,692 △81,796 56,583 △116,483 △108,059 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△56,366 △60,855 △54,423 △88,656 △64,957 

現金及び現金同等物の中間 

期末（期末）残高（千円） 
856,463 777,149 1,152,679 1,044,020 1,024,304 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

99 

(   48) 

123 

(   56) 

141 

(   55)  

102 

(  50) 

122 

(  55)  



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。 

 なお、当中間会計期間末後、当社の親会社である「株式会社パソナ」が株式移転の方法により純粋持株会社「株式

会社パソナグループ」の完全子会社となりました。これに伴い当社の親会社等は、「株式会社パソナ」に加えて「株

式会社パソナグループ」も該当することとなりました。「株式会社パソナグループ」は、人材ビジネスに関連する事

業等を営む会社の株式を所有することによる当該会社の事業活動の支配および管理等の事業を行っております。 

  （事業系統図） 



３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 なお、当中間会計期間末後、「２ 事業の内容」に記載のとおり、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっ

ております。  

 （注）１．有価証券報告書の提出会社であります。 

２．議決権の被所有割合の（ ）は、間接被所有割合であります。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

当社の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、契約社員等については当中間会計期間の

      平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

     ２．従業員数は、前期末に比較して19名増加しております。これは、主に新卒採用によるものです。 

(2）労働組合の状況 

労働組合はありません。 

なお、労使関係は安定しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業内容 

議決権の所有又
は被所有割合
（％） 

関係内容 

(親会社)  

株式会社パソナグループ  

 (注)１.２ 

 東京都千代田区 5,000 

人材ビジネスに関連

する事業等を営む会

社の株式を所有する

ことによる当該会社

の事業活動の支配お

よび管理等  

〔被所有割合〕  

60.87 

(60.87) 

役員の兼任１名  

  平成19年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

人材派遣・請負事業 120（43） 

人材紹介事業 7（ 2） 

管理部門 14（10） 

合計 141（55） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間期においては、景気は生産の一部に弱さが見られたものの、企業収益は改善し、設備投資が増加するなど、

回復傾向が継続しました。 

 当社に関しては、前期の主要施策を継続・発展させ、エンジニアの募集・人材開発・処遇改善につとめ、企業のエ

ンジニア需要に応えてまいりました結果、当中間期のエンジニアの稼働人数は1,848人（前年同期比11.4%増）、売上

高は5,601,678千円（前年同期比10.3%増）となりました。 

 （人材派遣・請負事業） 

 人材派遣・請負事業の売上高は5,498,739千円となりました。全般に企業のIT人材需要が強いなか、ネットワーク

構築・運用を行うネットワークエンジニア部門では、企業ニーズと当社に登録するエンジニア層との親和性が比較的

高く、資格取得支援などのエンジニア育成策を積極的に進めた結果、部門売上高が1,789,548千円（前年同期比11.1%

増）となりました。また、ITサービス企業や一般事業会社のITサービス部門などでの需要拡大を背景としてＷeb制作

などを担うクリエーター部門の売上高が661,398千円（前年同期比18.2%増）となり、ディベロッパー部門ではプロジ

ェクトマネージャーやソフトウェア開発に加え、製品の評価・検証を行うエンジニア需要が伸びており、部門売上高

は1,642,977千円（前年同期比4.2%増）となりました。このほか、サポートエンジニア部門の売上高が1,065,931千円

（前年同期比8.3%増）、その他部門の売上高が338,883千円（前年同期比23.6%増）となるなど、全部門で増収を果た

すことができました。 

 （人材紹介事業） 

 人材紹介事業の売上高は102,938千円となりました。エンジニアのキャリアに多様な選択肢を提供する観点から、

既存登録者のうち正社員志向エンジニアの早期状況把握に注力したことで、年度初めの企業の正社員需要への対応が

円滑に進んだこと、および若年層を教育・育成する紹介予定派遣が伸びたこと、などにより、前年同期比で大幅な売

上増加を達成することができました。 

 （利益の概況） 

 人材派遣・請負事業の粗利率は、当社の加入する健康保険組合の保険料率変更、および毎年の厚生年金保険料の料

率変更などにより、社会保険料負担率は前年同期比で0.5%程度上昇しましたが、企業との取引条件そのものは改善し

ており、また収益性の高い人材紹介事業が伸びたことから全体の粗利率が改善し、23.5%となりました。 

 販管費では、期初の営業要員増員計画に比べ少ない人数で売上予算を達成できたこと、またIT投資の一部で実施時

期を下期に変更したことなどから、当中間期の売上高販管費比率は19.0%（前年同期実績は21.4%）、営業利益率は

4.5%（前年同期実績は1.9%）と大幅な収益性改善を果たすことができました。 

 以上の結果、営業利益は252,130千円（前年同期比156.8%増）、経常利益260,591千円（前年同期比161.0%増）、中

間純利益134,867千円（前年同期比174.2%増）となりました。  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税引前中間純利益が238,506千円（前年

同期比167.4%増）と高水準であったことに加え、投資有価証券の売却収入があったことなどにより、前中間会計期間

末に比べ375,529千円増加（同48.3%増）し、当中間会計期間末には1,152,679千円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は126,214千円（前年同期は124,218千円の使用）となりました。 

 これは主に税引前中間純利益が238,506千円、売上債権の減少額が165,867千円、法人税等の支払額が150,640千

円、未払派遣人件費の減少額が71,377千円であったことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は56,583千円（前年同期は81,796千円の使用）となりました。 

 これは主に投資有価証券の売却による収入が66,240千円あったことなどによるものです。   

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は54,423千円（前年同期比10.6%減）となりました。 

 これは配当金の支払い54,423千円によるものです。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績及び受注実績 

 当社は、人材派遣、人材紹介などのサービス提供を業務としておりますので、該当事項はありません。 

(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業の種類別 販売高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

人材派遣・請負事業       

ネットワークエンジニア 1,789,548 32.0 111.1 

ディベロッパー 1,642,977 29.3 104.2 

サポートエンジニア 1,065,931 19.0 108.3 

クリエーター 661,398 11.8 118.2 

その他 338,883 6.1 123.6 

計 5,498,739 98.2 109.9 

人材紹介事業 102,938 1.8 143.0 

合計 5,601,678 100.0 110.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行 

   された株式数は含まれておりません。  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 96,000 

計 96,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 27,450 27,450 ジャスダック証券取引所 － 

計 27,450 27,450 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20並びに第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月25日定時株主総会決議 

（注） １．平成16年11月12日開催の取締役会決議により、平成16年11月19日に発行しております。 

    ２．平成16年８月11日開催の取締役会決議により、平成16年11月19日付で１株を３株とする株式分割を行ってお 

       ります。これにより、「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」が調整されておりま 

       す。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 847 843 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 847 843 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  345,285 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年11月19日 

至 平成26年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

345,285 

172,643 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時におい

ても、当社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、当社の取締役もしくは監査

役を任期満了により退任した場合、定年退職その他正

当な理由がある場合にはこの限りではない。 

②新株予約権行使日の前日のＪＡＳＤＡＱ市場におけ

る当社株式の終値が、1株当たりの払込金額の1.5倍以

上であることを要する。 

③新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

④新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行

使できるものとする。ただし⑤に規定する「新株予約

権割当契約」による。 

⑤この他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を必要と

する。  
同左 

代用払込みに関する事項 ―  ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項 
―  ―  



② 平成17年６月28日定時株主総会決議 

（注） 平成17年11月11日開催の取締役会決議により、平成17年11月18日に発行しております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 251 251 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 251 251 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 231,578  同左  

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月29日 

至 平成22年６月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  

資本組入額  

231,578 

115,789 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時

においても、当社の取締役、監査役もしくは従

業員の地位にあることを要す。ただし、当社の

取締役もしくは監査役を任期満了により退任し

た場合、定年退職その他正当な理由がある場合

にはこの限りではない。 

②新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

③新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこ

れを行使できるものとする。ただし④に規定す

る「新株予約権割当契約」による。 

④この他の条件は、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約」の定めると

ころによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を

必要とする。  
同左  

代用払込みに関する事項          ―          ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 
         ―           ―  



(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

平成19年４月１日～

平成19年９月30日  

－ 27,450 － 551,500 － 198,369 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の 
割合（％） 

株式会社パソナ 東京都千代田区大手町２－１－１ 16,710 60.87 

森本 宏一 東京都練馬区 410 1.49 

高重 幸平 神奈川県平塚市 400 1.46 

パソナテック社員持株会   東京都渋谷区道玄坂１－１２－１  292 1.06 

吉田 文夫 静岡県浜松市中区 282 1.03 

杉林 信吾  大阪府吹田市  261 0.95 

小菅 清彦  千葉県木更津市  255 0.93 

角谷 哲生  東京都練馬区  155 0.56 

野田 勝利  愛知県江南市  150 0.55 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 130 0.47 

計 － 19,045 69.38 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,654株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10,653個が含まれており、同機構名義

の失念株式に係る議決権の数１個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  27,450 27,449 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 27,450 － － 

総株主の議決権 － 27,449 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 131,000 121,000 122,000 132,000 119,000 109,000 

低（円） 109,000 106,000 111,000 110,000 96,500 80,600 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役 

 事業企画・キャ

リアサポート・業

務・人事・IT担当

兼人事部長 

 取締役 

 事業企画・キャ

リアサポート・業

務・管理・人事・

IT担当兼人事部長

 吉永 隆一 平成19年７月１日



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成18年４月１日至平成18年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成18年４月１日至平成18年９月30日）の

中間財務諸表についてはみすず監査法人による中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、当中間会計期間（自平成19年４月１日至平成19年９月30日）の中間財務諸表については監査法人トーマツに

よる中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

   前中間会計期間  みすず監査法人 

   当中間会計期間  監査法人トーマツ  

３．中間連結財務諸表について 

  中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせな

い程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準        1.17％ 

売上高基準      0.16％ 

利益基準       0.84％  

利益剰余金基準    △0.14％ 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   777,149 1,152,679 1,024,304   

２ 売掛金   1,320,607 1,312,140 1,478,008   

３ 貯蔵品   11,671 11,393 10,057   

４ その他   95,729 110,457 166,551   

    貸倒引当金   △1,369 △2,421 △4,233   

   流動資産合計     2,203,788 82.2 2,584,249 87.0   2,674,688 86.4

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※１ 91,016 67,201 75,304   

２ 無形固定資産         

(1）ソフトウェア   39,450 12,484 14,526   

(2）その他   713 2,988 713   

無形固定資産合計   40,163 15,472 15,239   

３ 投資その他の資産         

  (1）投資有価証券   135,236 30,700 68,159   

  (2）関係会社株式 ※２ 40,000 15,674 25,740   

(3）敷金及び保証金   114,507 116,567 114,627   

(4）その他   57,369 144,445 123,522   

  貸倒引当金   △2,200 △3,535 △1,874   

投資その他の資産合計   344,912 303,852 330,175   

固定資産合計     476,092 17.8 386,526 13.0   420,719 13.6

資産合計     2,679,881 100.0 2,970,776 100.0   3,095,408 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金   44,808 26,582 43,842   

２ 未払派遣人件費   542,733 566,322 637,699   

３ 一年内支払予定長期リース債務   3,907 ― －   

４ 未払法人税等   57,052 102,965 157,260   

５ 賞与引当金   66,668 76,595 68,255   

６ 役員賞与引当金   2,500 1,850 3,700   

７ その他 ※３ 260,474 289,636 333,614   

流動負債合計     978,143 36.5 1,063,952 35.8   1,244,372 40.2

Ⅱ 固定負債         

１ 役員退職慰労引当金   71,466 75,666 77,628   

固定負債合計     71,466 2.7 75,666 2.6   77,628 2.5

負債合計     1,049,609 39.2 1,139,618 38.4   1,322,001 42.7

          
 （純資産の部）         

 Ⅰ 株主資本         

  １ 資本金     551,500 20.6 551,500 18.6   551,500 17.8

  ２ 資本剰余金         

   （1）資本準備金   198,369 198,369 198,369   

   資本剰余金合計     198,369 7.4 198,369 6.7   198,369 6.4

  ３ 利益剰余金         

   （1）その他利益剰余金         

     繰越利益剰余金   840,821 1,079,866 999,898   

   利益剰余金合計      840,821 31.3 1,079,866 36.3   999,898 32.3

    株主資本合計     1,590,690 59.3 1,829,735 61.6   1,749,767 56.5

 Ⅱ 評価・換算差額等         

  １ その他有価証券評価差額金     39,581 1.5 1,421 0.0   23,638 0.8

   評価・換算差額等合計     39,581 1.5 1,421 0.0   23,638 0.8

   純資産合計     1,630,271 60.8 1,831,157 61.6   1,773,406 57.3

   負債純資産合計     2,679,881 100.0 2,970,776 100.0   3,095,408 100.0

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     5,077,212 100.0 5,601,678 100.0   10,416,235 100.0 

Ⅱ 売上原価     3,892,249 76.7 4,286,658 76.5   7,964,151 76.5

売上総利益     1,184,962 23.3 1,315,020 23.5   2,452,083 23.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,086,796 21.4 1,062,889 19.0   2,098,698 20.1

営業利益     98,165 1.9 252,130 4.5   353,385 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,983 0.1 8,740 0.2   13,959 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   295 0.0 279 0.0   499 0.0

経常利益     99,852 2.0 260,591 4.7   366,845 3.5

Ⅵ 特別利益 ※３   ― ― 150 0.0   43,309 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４   10,643 0.2 22,234 0.4   47,398 0.4

税引前中間（当期）純利益     89,208 1.8 238,506 4.3   362,756 3.5

法人税、住民税及び事業税   51,374 97,460 201,113   

法人税等調整額   △11,348 40,026 0.8 6,178 103,639 1.9 △46,617 154,496 1.5

中間（当期）純利益     49,182 1.0 134,867 2.4   208,260 2.0

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
551,500 198,369 198,369 829,578 829,578 1,579,447 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当（注）       △32,940 △32,940 △32,940 

利益処分による役員賞与

（注） 
      △5,000 △5,000 △5,000 

中間純利益       49,182 49,182 49,182 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
            

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― 11,242 11,242 11,242 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
551,500 198,369 198,369 840,821 840,821 1,590,690 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
― ― 1,579,447 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △32,940 

利益処分による役員賞与

（注）  
    △5,000 

中間純利益     49,182 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
39,581 39,581 39,581 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
39,581 39,581 50,823 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
39,581 39,581 1,630,271 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
551,500 198,369 198,369 999,898 999,898 1,749,767 

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当       △54,900 △54,900 △54,900 

中間純利益       134,867 134,867 134,867 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
            

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― 79,967 79,967 79,967 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
551,500 198,369 198,369 1,079,866 1,079,866 1,829,735 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
23,638 23,638 1,773,406 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △54,900 

中間純利益     134,867 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△22,216 △22,216 △22,216 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△22,216 △22,216 57,750 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
1,421 1,421 1,831,157 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計 

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
551,500 198,369 198,369 829,578 829,578 1,579,447 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当（注）       △32,940 △32,940 △32,940 

利益処分による役員賞与

（注） 
      △5,000 △5,000 △5,000 

当期純利益       208,260 208,260 208,260 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
            

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － － 170,320 170,320 170,320 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
551,500 198,369 198,369 999,898 999,898 1,749,767 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
－ － 1,579,447 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △32,940 

利益処分による役員賞与

（注）  
    △5,000 

当期純利益     208,260 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
23,638 23,638 23,638 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
23,638 23,638 193,958 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
23,638 23,638 1,773,406 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間（当期）純利益   89,208 238,506 362,756 

減価償却費   42,958 9,569 79,229 

貸倒引当金の増加額または減少額（△）   473 △150 3,010 

賞与引当金の増加額   12,815 8,339 14,402 

役員賞与引当金の増加額または減少額（△）   2,500 △1,850 3,700 

前払年金費用の減少額または増加額（△）   △2,435 1,980 △3,829 

役員退職慰労引当金の増加額または減少額

（△）  
  152 △1,962 6,315 

投資損失引当金の増加額   － － 14,260 

受取利息及び受取配当金   △455 △1,225 △1,190 

支払利息   295 129 436 

投資有価証券評価損   － － 15,196 

関係会社株式評価損   － 10,065 － 

投資有価証券売却益    － － △43,309 

固定資産除却損   － 9,916 2,868 

減損損失   10,643 2,252 15,074 

事業譲渡益    － － △10,000 

売上債権の減少額または増加額（△）   △35,799 165,867 △193,199 

たな卸資産の減少額または増加額（△）   1,115 △1,336 2,729 

前払費用の減少額または増加額（△）   7,068 3,079 △1,347 

その他の流動資産の減少額または増加額

（△） 
  △15,616 △24,446 10,094 

破産債権、再生債権、更生債権その他 

これらに準ずる債権の増加額 
  △1,566 △1,660 △1,223 

仕入債務の減少額   △6,446 △17,260 △7,412 

未払派遣人件費の増加額または減少額（△）   △49,302 △71,377 45,663 

未払金の増加額または減少額（△）   5,578 △31,989 37,765 

未払費用の増加額または減少額（△）   △15,996 △9,937 3,152 

未払消費税等の減少額   △37,602 △14,206 △5,770 

前受金の増加額または減少額（△）   △255 540 △632 

その他の流動負債の増加額または減少額

（△） 
  △758 2,978 △8,985 

その他   △7 208 △5,193 

役員賞与の支払額    △5,000 － △5,000 

小計   1,566 276,032 329,561 

利息及び配当金の受取額   107 951 534 

利息の支払額   △295 △129 △436 

 



    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
キャッシュ・フロー 

計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

法人税等の支払額   △125,596 △150,640 △176,358 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △124,218 126,214 153,300 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

投資有価証券の取得による支出   △20,000 － △20,000 

投資有価証券の売却による収入    － 66,240 2,000 

関係会社株式の取得による支出    △40,000 － △40,000 

関係会社への出資による支出   － － △31,148 

有形固定資産の取得による支出   △19,717 △4,548 △20,033 

無形固定資産の取得による支出   △2,254 △2,275 △4,873 

貸付けによる支出   △120 － △120 

貸付金の回収による収入   1,110 － 1,210 

敷金及び保証金の差入れによる支出   △2,210 △2,873 △2,330 

敷金及び保証金の返還による収入   220 40 220 

事業譲渡による収入    － － 10,000 

その他の投資活動による収入    1,176 － 1,176 

その他の投資活動による支出   － － △4,160 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △81,796 56,583 △108,059 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

配当金支払いによる支出   △32,522 △54,423 △32,717 

ファイナンス・リース債務の返済による 

支出 
  △28,332 － △32,240 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △60,855 △54,423 △64,957 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額または減少額(△)   △266,870 128,374 △19,716 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,044,020 1,024,304 1,044,020 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※1  777,149 1,152,679 1,024,304 

          



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

  

(1）有価証券 

  関連会社株式 

   移動平均法による原価法  

 その他有価証券 

   時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

よる時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産  

(1）有価証券 

  関連会社株式 

      同左  

   その他有価証券 

    時価のあるもの    

    同左 

  

  

  

  

    時価のないもの 

        同左 

(2）たな卸資産 

(1）有価証券 

 関連会社株式 

           同左  

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

 決算日の市場価格等による時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。  

   時価のないもの 

        同左 

(2）たな卸資産   

   貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

 貯蔵品 

     同左 

  貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  定率法 

  主な耐用年数 

   建物     ８～15年 

   器具及び備品 ３～15年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1）有形固定資産 

       同左 

   

    

    

  (会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより損益に与える影響

は軽微であります。 

(1）有形固定資産 

  定率法 

  主な耐用年数  

  建物     ８～15年  

  器具及び備品 ３～15年  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアは、

社内の利用可能見込期間（５

年）による定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアは、

社内の利用可能見込期間（３～

５年）による定額法 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）      － 

  

(2)      －  

  

(2）投資損失引当金  

 関係会社への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財政

状態を勘案して、必要額を計上

しております。  

  (3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の賞与支給見込額の

うち、当中間会計期間負担額を

計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の賞与支給見込額の

うち、当期負担額を計上してお

ります。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の 

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ2,500千円減少しており

ます  

(4）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の 

当中間会計期間負担額を計上し

ております。  

      ―  

(4）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

期における支給見込額に基づき

計上しております。      

 （会計方針の変更） 

 当期より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第

４号 平成17年11月29日）を適

用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ3,700千円減少しており

ます 

  (5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては、年金資産が退職給付債

務額を上回ったため、前払年金

費用を計上しております。  

  

  

  

 （追加情報）  

 退職給付に係る会計処理は、

前期中間会計期間において退職

給付債務の計算方法を簡便法に

よっておりましたが、当中間会

計期間においては原則法により

計算する方法を採用しておりま

す。 

 この変更は、退職給付債務を

原則法で計算することにより、

退職給付債務算定の精度を高

め、退職給付費用の期間帰属を

より適正に処理するとともに財

務内容の一層の健全化を図るた

めのものです。 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 なお、当中間会計期間末にお

いては、年金資産が退職給付債

務額を上回ったため、前払年金

費用を計上しております。   

 数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却すること

としております  

－ 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、当期末においては、年

金資産が退職給付債務額を上回

ったため、前払年金費用を計上

しております。  

 数理計算上の差異は、発生の

翌事業年度に一括償却すること

としております。   

－ 

  (6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく中間会計期間末要支給

額を計上しております。 

(6）役員退職慰労引当金 

同左 

(6）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 また、リース物件の所有権が借

主に移転すると認められるファイ

ナンス・リース取引については、

通常の売買処理に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 

 （自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前事業年度 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,630,271千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

           ― 

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

1,773,406千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等規則により作成

しております.  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 (中間貸借対照表関係） 

 「投資有価証券」は、前中間期まで、投資その他の資産

の「その他」に含めて表示していましたが、当中間期末に

おいて資産総額の100分の５を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間期末の「投資有価証券」の金額は2,000千円

であります。 

  

 － 

  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額及び減

損損失累計額 

   72,118千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  

      60,465千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  

         68,202千円 

※２．       ― 

  

※２．       ― 

  

※２．投資損失引当金  

 関係会社株式は投資損失引当金14,260

千円を控除して表示しております。  

※３．仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３．      同左 ※３．      同左 

  

 ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。 

 ４．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、取引銀行１行と当座貸越契約を

締結しております。これらの契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は、次

のとおりであります。 

当座貸越契約の総額 100,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額    100,000千円

当座貸越契約の総額      100,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額      100,000千円

当座貸越契約の総額 100,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額  100,000千円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要なもの   ※１．営業外収益のうち重要なもの    ※１. 営業外収益のうち重要なもの   

保険解約返戻金 794 千円

受取利息 455 千円

移転補償金収入 7,098千円

受取利息 1,225千円

 事業譲渡益 10,000千円 

 受取利息 1,190千円 

 保険金収入 895千円 

※２.営業外費用のうち重要なもの ※２.営業外費用のうち重要なもの ※２.営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 295 千円 支払利息 129千円 支払利息 436千円

※３．       ― ※３．       ― ※３．特別利益のうち重要なもの 

        投資有価証券売却益     43,309千円 

※４．特別損失のうち重要なもの 

    減損損失 

  当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

   

   

   

   

   

   

※４．特別損失のうち重要なもの 

      減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

固定資産除却損   

 建物附属設備 5,077千円

 器具及び備品 4,839千円

    計  9,916千円

関係会社株式評価損  10,065千円

   

※４．特別損失のうち重要なもの 

      減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しまし

た。 

固定資産除却損   

 器具及び備品 1,593千円

 ソフトウェア 1,275千円

    計  2,868千円

投資有価証券評価損 15,196千円

投資損失引当金繰入額 14,260千円

 (１）減損損失を認識した資産グループの概要 

場所 用途 種類 

東京都渋谷区  サーバー  器具及び備品  

 (１）減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 

東京都渋谷区  遊休資産  器具及び備品 

 (１）減損損失を認識した資産グループの概要

場所 用途 種類 

東京都渋谷区  遊休資産 器具及び備品 

    ソフトウェア 

 (２）減損損失の認識に至った経緯 

  データバックアップ用として取得したサー

バーが、遊休状態にあり今後の使用の目処が

明確になっていないため、減損処理し、減損

損失として特別損失に計上しております。 

 (２）減損損失の認識に至った経緯 

  遊休状態である資産で今後使用見込みのな

い資産について減損を認識し、各資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上しております。なお、

回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は売却が困難であるため

零としております。 

 (２）減損損失の認識に至った経緯 

  遊休状態である資産で今後使用見込みのな

い資産について減損を認識し、各資産の帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として計上しております。なお、

回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は売却が困難であるため

零としております。 

 (３）減損損失の金額 

  上記の資産は、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、減損損失10,643千円を計上し

ております。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額は、売却が

困難であるためゼロとしております。 

種類  金額（千円） 

 器具及び備品 10,643

 (３）減損損失の金額 

種類  金額（千円） 

 器具及び備品 2,252

 (３）減損損失の金額 

種類  金額（千円） 

 器具及び備品 14,705

 ソフトウェア 368

  ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額   ５．減価償却実施額 

有形固定資産     12,731千円

無形固定資産   30,226千円

有形固定資産  7,527千円

無形固定資産  2,042千円

有形固定資産   23,103千円

無形固定資産     56,125千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

 ３.配当に関する事項 

   配当金支払額 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 ３.配当に関する事項 

   配当金支払額 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 27,450 ― ― 27,450 

合計 27,450 ― ― 27,450 

自己株式        

普通株式 ― ― ― ― 

合計 ― ― ― ― 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 32,940 1,200 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 27,450 － － 27,450 

合計 27,450 － － 27,450 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 54,900 2,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日 



 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 ２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  （注）１.平成16年６月25日定時株主総会決議に基づく新株予約権及び平成17年６月28日定時株主総会決議に基づく 

新株予約権の当事業年度減少は新株予約権の消滅によるものであります。 

  （注）２.平成17年６月28日定時株主総会決議に基づく新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

 ３.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 27,450 － － 27,450 

合計 27,450 － － 27,450 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当事業年度
末残高 
（千円） 前事業年度

末 
当事業年度
増加 

当事業年度
減少 

当事業年度
末 

提出会社 平成16年６月25日定時株主総

会決議に基づく新株予約権 

 （注）１ 

普通株式 883 － 25 858 － 

平成17年６月28日定時株主総

会決議に基づく新株予約権 

（注）１,２ 

普通株式 
270 

  

－ 

  

10 

  

260 

  

－ 

  

合計 － 1,153 － 35 1,118 － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 32,940 1,200 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 54,900 利益剰余金 2,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

現金及び預金勘定は一致しております。 

※１．      同左 ※１．現金及び現金同等物の期末残高と現金

及び預金勘定は一致しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間会計期間末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間会計期間末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 80,150 50,295 29,854 

合計 80,150 50,295 29,854 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間会
計期間
末残高
相当額 
(千円) 

器具及び備品 68,859 48,589 20,269

合計 68,859 48,589 20,269

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

器具及び備品 64,975 41,832 23,142

合計 64,975 41,832 23,142

（2）未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

（2）未経過リース料中間会計期間末残高相

当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 13,490千円

１年超 17,390千円

合計    30,880千円

１年内 14,330千円

１年超 6,709千円

合計 21,040千円

１年内 13,433千円

１年超           10,630千円

合計          24,063千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料       10,029千円

減価償却費相当額     9,370千円

支払利息相当額  459千円

支払リース料       7,222千円

減価償却費相当額      6,756千円

支払利息相当額     315千円

支払リース料     17,194千円

減価償却費相当額       16,082千円

支払利息相当額          808千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引  

  

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありま 

 せん。 

１年内      25,309千円

１年超          ―千円

合計 25,309千円

２．オペレーティング・リース取引  

  

 （減損損失について） 

          同左 

１年内   3,090千円

１年超        2,832千円

合計   5,922千円

 ２．オペレーティング・リース取引  

  

 （減損損失について） 

          同左 

 １年内 ―千円 

 １年超  ―千円 

 合計  ―千円 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１.その他有価証券で時価のあるもの  

 ２.時価評価されていない主な有価証券の内容  

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１.その他有価証券で時価のあるもの  

 ２.時価評価されていない主な有価証券の内容  

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１.その他有価証券で時価のあるもの   

 ２.時価評価されていない主な有価証券の内容  

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額（千

円）  
差額（千円）  

株式 48,500 115,236 66,736 

合計 48,500 115,236 66,736 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

   非上場株式 40,000 

(2）その他有価証券  

非上場株式 20,000 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額（千

円）  
差額（千円）  

株式 23,500 25,897 2,397 

合計 23,500 25,897 2,397 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

   非上場株式 15,674 

(2）その他有価証券  

非上場株式 4,803 

  取得原価（千円） 貸借対照表計上額（千円）  差額（千円）  

株式 23,500 63,356 39,856 

合計 23,500 63,356 39,856 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 25,740 

(2）その他有価証券  

非上場株式 4,803 



（デリバティブ取引関係） 

（ストック・オプション等関係） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当事業年度において存在したストック・オプションの内容  

（注）株式数に換算して記載しております。  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行

っておりませんので、該当事項はあ

りません。 

同左 同左 

 
平成16年 

ストック・オプション 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ５名 

当社従業員 80名 

当社取締役 ５名 

当社従業員 29名 

株式の種類別のストック・オプション

の数（注） 
普通株式 900株 普通株式 270株 

付与日 平成16年11月19日 平成17年11月18日 

権利確定条件 

①新株予約権の割当を受けた者は、権

利行使時においても、当社の取締

役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、当社の取

締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正

当な理由がある場合にはこの限りで

はない。 

②新株予約権行使日の前日のＪＡＳ

ＤＡＱ市場における当社株式の終値

が、1株当たりの払込金額の１.5倍以

上であることを要する。 

③新株予約権の質入その他の処分は

認めない。 

④新株予約権者が死亡した場合は、

相続人がこれを行使できるものとす

る。ただし⑤に規定する「新株予約

権割当契約」による。 

⑤この他の条件は、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権

割当契約」の定めるところによる。 

 ①新株予約権の割当を受けた者は、

権利行使時においても、当社の取締

役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要す。ただし、当社の取

締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正

当な理由がある場合にはこの限りで

はない。 

②新株予約権の質入その他の処分は

認めない。 

③新株予約権者が死亡した場合は、

相続人がこれを行使できるものとす

る。ただし④に規定する「新株予約

権割当契約」による。 

④この他の条件は、当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権

割当契約」の定めるところによる。 

  

  

  

  

  

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 同左 

権利行使期間 
自 平成16年11月19日 

至 平成26年６月24日  

自 平成19年６月29日 

至 平成22年６月28日 

権利行使価格（円）    345,285    231,578 

付与日における公正な評価単価（円）    －    － 



（持分法損益等） 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
  
  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

関連会社に対する投資の金

額（千円）  

40,000 40,000 40,000 

持分法を適用した場合の投

資の金額（千円）  

34,277 15,274 25,734 

持分法を適用した場合の投

資利益の金額（千円） 

△5,722 △10,460 △14,265 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 59,390円59銭

１株当たり 

中間純利益金額 
 1,791円72銭

１株当たり純資産額 66,708円83銭

１株当たり 

中間純利益金額 
  4,913円22銭

１株当たり純資産額 64,604円97銭

１株当たり 

当期純利益金額 
7,586円89銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

       同左 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益金額（千円） 49,182 134,867 208,260 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益金額（千

円） 
49,182 134,867 208,260 

普通株式の期中平均株式数（株） 27,450 27,450 27,450 

希薄化を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権２種類 

 (新株予約権の数1,122

個） 

 なお、新株予約権の状

況は「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

新株予約権２種類 

 (新株予約権の数1,098

個） 

 なお、新株予約権の状

況は「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

 新株予約権２種類 

（新株予約権の数1,118

個) 

 なお、新株予約権の状

況は「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

― ― ― 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第18期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月27日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年７月24日関東財務局長に提出  

事業年度（第18期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。  

(3）有価証券報告書の訂正報告書  

平成19年10月25日関東財務局長に提出   

事業年度（第18期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

株 式 会 社 パ ソ ナ テ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社パソナテッ

クの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社パソナテックの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１

８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 菅 田 裕 之 

      



独立監査人の中間監査報告書

 
平成19年12月13日

株 式 会 社 パ ソ ナ テ ッ ク  

取 締 役 会 御 中 

  監 査 法 人 ト ー マ ツ

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 堤   佳 史   印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中 川 幸 三   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」 に掲げられて

いる株式会社パソナテックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第19期事業年度の中間会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社パソナテックの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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